
530

性状等（化審法） ・・・・・・・・・・・・・・・220

既存用途水銀使用製品 ・・155,396,403

議定書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13

揮発性有機化合物（VOC） 

 ・・・・・・・・・・・・・・156～160,404,415,418

基本方針（グリーン購入法） ・・・・517

基本法の性格 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・62

協定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14,18

京都議定書 ・・・13,38,79,88,89,285,289

苦情件数の推移（公害）・・・・・158,180

国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（グリーン購入

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33,57,516

計画段階環境配慮書（配慮書） ・・503

計画的処理完了期限（PCB） ・49,355

景観法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32,520

ケイ酸カルシウム板第１種 ・・・・・・248

形質変更 

 ・・・・・194～199,482,483,484,485,488

形質変更時要届出区域  ・・・・・195,196,  

197～199,482,483,484,488,489,490

劇物 ・・・・・・・・250,251,252,253,254,255

下水道法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,175,450

原因者負担（原則） ・・・・・・・・・・・・66,215

原子力基本法 ・・・・・・・28,40,62,214,520

原子炉等規制法・・・・・・・・・・・28,266,521

建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律（建設リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29,52,141,386

建設工事に伴う廃棄物の処理 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123,345

建設副産物と再生資源、廃棄物との

関係（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・143

建設リサイクル法の枠組み（図） 142

建築主 ・・101～104,316,317,318～323

建築物エネルギー消費性能基準（省

エネ基準） ・・・・・・102,104,316～325

建築物エネルギー消費性能適合性判

定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・102,317,319,320

建築物省エネ法における改正前制度

と改正後との比較（規制措置）

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・101

建築物における衛生的環境の確保に

関する法律（ビル管理法） ・32,521

建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律（建築物省エネ法） 

 ・・・・・・・・・・28,45,100～104,316～325

建築物用地下水の採取の規制に関す

る法律（ビル用水法）・・31,480,481

高圧ガス ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・266,267

高圧ガス保安法・・・・・・・・・・・・・・・・27,266

公害 ・・・・・・・・・30,61,63,66,156,166,214

公害健康被害の補償等に関する法律

（公健法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31,521

公害対策基本法・・・・・39,61,63,156,167

公害等に関する法律 ・・・・・・・・・・・・・・30

公害紛争処理法・・・・・・・・・・・・・・・・32,521

公害防止管理者・・・・・・・201～203,408, 

439,467,471,472,495～498

公害防止管理者等の役割及び資格 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・202,497

公害防止事業費事業者負担法 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31,521

公害防止主任管理者 

 ・・・・・・・164,173,202,203,408.439,497

公害防止組織整備法→特定工場にお

ける公害防止組織の整備に関する

法律

公害防止統括者  ・・・・・・・・・・・・・・・・・164, 

173,183,188,201～203,408.439,467, 

471.472, 495～498

光化学オキシダント ・・・・・・・・158,216

公共下水道 

 ・・・・・・・175,176～179,450～453,455

公共浄化槽 ・・・・・・・・・・・・・・・456,458,459

公共用水域 ・・・・・168,171,430,436,437, 

438,440,450,456,457,460,461,463

工業用水法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31,478

工場立地法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32,500

行程管理票 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・271

高濃度PCB使用製品 ・・・・・49,350,353

高濃度PCB廃棄物 ・・・・・・49,350～355

公布 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18,19

小型家電リサイクル法→使用済小型

電子機器等の再資源化の促進に関

する法律

小型電子機器等・・・・・・・・・29,382～385

国際条約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12,13,37

告示 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16,17

湖沼水質保全特別措置法（湖沼法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31,521

再商品化等実施義務 ・・・・・・・・138,380

再商品化の方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・135

再生エネルギー特別措置法 ・・・・・・・28

再生利用等実施率 ・・・・・・・・・・・・・・・・393

再生利用の優先順位(食品リサイク

ル法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・149,391

作業環境測定 ・・・・・・・78,239,245～246

作業主任者 ・・・・・76,238,240,245～246

サッシ ・・・・・・・・・・・・・・・・・92,293,294,311

産業医 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・76,238

産業廃棄物 

 ・・・・・・・113,114,120,123,330,331,332

産業廃棄物管理票（マニフェスト）

→管理票（廃棄物処理法）

産業廃棄物処理施設 ・・・・・・・・・・・・・69, 

70,117,232,336,341,343,347,447

産業廃棄物処理の流れ（図） ・・・・111

事業活動に関連する環境法規制動向

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37

資源の有効な利用の促進に関する法

律（資源有効利用促進法）（リサ

イクル法） ・・・・・・・・・・・・・・29,125,356

施行（期日） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18,19

事故時の措置 

 ・・・34,121,169,172,179,193,251,259, 

345,408,411,432,440,452,477,492

自然環境保全法・・・・・・・・・・・・・・・・32,522

自然公園法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32,522

事前届出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・143,161, 

169,182,222,398,405,437,467,471

自然保護・生態系に関する法律・・32

自然由来 ・・・・・・・・・57,484,489,490,491

持続可能な発展・・・・・・・・・・・・・・・・・・3,65

持続性の高い農業生産方式の導入の

促進に関する法律（持続農業法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33,522

下請負人 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123,345

実施措置 ・・・・・・・・・・・・195,305,487,488

指定化学物質（第１種、第２種） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68～73,233

指定可燃物 ・・・・・・・・・・・・・256～258,261

指定再資源化製品（リサイクル法） 
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悪臭物質 ・・・・・・・・189～193,474～477

悪臭防止法 ・・・・・・・・・・・・・・・・31,189,474

悪臭防止法の規制の種類（図） ・・192

足尾銅山鉱毒事件 ・・・・・・・・・・・・・・・・166

安全データシート→SDS

安定型産業廃棄物 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・120,123,124,342,347

イタイイタイ病・・・・・・・・・・・・・・・・・・・166

委託確認書 ・・・・・・・・・・・・86,276,277,283

委託の基準（廃棄物） ・・・115,335,336

著しい環境側面・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3

一般化学物質 ・・・・・・・220,221,224,225

一般廃棄物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・120,330

遺伝子組換え生物等の使用等の規制

による生物の多様性の確保に関す

る法律（カルタヘナ担保法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33,518

医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律

（薬機法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,518

ウィーン条約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・37,524

請負型規格住宅・・・・・・・・・・103,104,323

上乗せ規制、横だし規制 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18,162,170,406, 

412,437,441,451,468,472,478,480

栄養塩類管理計画（瀬戸内法） ・・463

液化石油ガス法・・・・・・・・・・・・・・・・27,518

エネルギー管理員 

 ・・・・・・・・・・・・92,93,297～302,312,313

エネルギー管理企画推進者 

 ・・・・・・・・・93,94,296,299,301,312,313

エネルギー管理者 

 ・・・・・92,93,297,299,301,302,312,313

エネルギー管理統括者 

 ・・・・・93,94,296,299,300,302,312,313

エネルギー消費性能の表示 ・・・・・・・・・ 

97,98,103,316,318

エネルギーに関する法律 ・・・・・・・・・27

エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律（省エネ法） ・・・・・28,88,292

絵表示→GHSラベル

汚染除去等計画・・・・・・・56,195,487,488

汚染地下水の浄化命令 ・・・・・・172,440

オゾン層保護法→特定物質等の規制

等によるオゾン層の保護に関する

法律

汚泥の脱水装置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・347

オフロード法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,524

温室効果ガス ・・・・・・・・・・284～288,516

カーボンニュートラル ・・・90,286,287

解体等工事 ・・・・・・・・・・・・・・・163,405,409

解体等対象建築物等 ・・・・・・・・・・・・・247

海洋汚染等及び海上災害の防止に関

する法律（海防法） ・・・・・・・・・31,519

海洋再生可能エネルギー発電設備の

整備に係る海域の利用の促進に関

する法律 ・・・・・・・・・・・・・・・・・28,48,519

化学物質に関する法律 ・・・・・・・・・・・・26

化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律（化審法）・・・・・・・26,220

化管法→特定化学物質の環境への排

出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律

貨客輸送連携省エネルギー計画認定

事業者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・99,309,312

閣議決定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18

拡大生産者責任（EPR） 

 ・・・・・・・・40,106,108,109,121,328,341

化審法→化学物質の審査及び製造等

の規制に関する法律

価値観と経済社会活動（図） ・・35,36

家庭用品規制法・・・・・・・・・・・・・・・・27,519

家電リサイクル法→特定家庭用機器

再商品化法

火薬類取締法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,519

環境影響 ・・・・・・・・・・・・・・・9,236,272,273

環境影響評価準備書（準備書） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・503,507

環境影響評価書（評価書） ・・503,509

環境影響評価法（環境アセスメント

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32,40,502

環境影響評価方法書（方法書） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・503,506

環境基準 ・・・・・・・・39,65,214,215～218

環境基本計画 ・・36,39,65,214,215,216

環境基本法 ・・・26,36,39,40,61,204,214

環境教育等促進法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・33

環境情報の提供の促進等による特定

事業者等の環境に配慮した事業活

動の促進に関する法律 ・・・・・33,520

環境側面（図を含む） ・・・・・・・3～5,8,9

環境側面に関係する法律 ・・・・・・・8,26

環境排出量換算数量 ・・・・・・・・223,224

環境配慮促進法→環境情報の提供の

促進等による特定事業者等の環境

に配慮した事業活動の促進に関す

る法律

環境への負荷（図を含む） ・・・・63,64, 

65,66,106,109,214,215,326,327,329

環境方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3,4,6

環境問題とフロンの関係（図） ・・・81

環境問題に関する主な国際条約・・37

監視化学物質 

 ・・・・・・・220,221,222,225,227,228,230

間接罰 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25

管理関係事業者 

 ・・・・・90,93,292,296,300,302,304,312

管理第１種特定製品 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・81,82,271,273,274

管理票（土壌汚染対策法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・198,481,491

管理票（廃棄物処理法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・110,111,115～117, 

118,119,124,337～339,344,345

キガリ議定書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37,54

危険物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77,238, 

241,256,257～259,260～262,265

危険物取扱者 ・・・・・・・・・・・・・・・・257,259

危険物の分類と指定数量 ・・・・・・・・260

危険/有害物に対する規制の枠組み

（安衛法）（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・77

気候変動適応法・・・・・・・・・・・・・・27,46,47

気候変動枠組み条約 ・・・・・・・・・・・・・・38

基準発生原単位・・・・・・・・・・・・・・149,393

規制等の対象となる化学物質とその

ア行

カ行

※緑字で示したページに、比較的詳しい記述があります。
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石油コンビナート等災害防止法（石

災法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,523

摂取経路 ・・・・・・・・・・・・195,198,484,486

絶滅のおそれのある野生動植物の種

の保存に関する法律（種の保存

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33,523

瀬戸内海環境保全特別措置法（瀬戸

内法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,460

宣言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14

騒音規制法 ・・・・・・・・・・・・・・・・31,180,466

総理府令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16

総量規制基準 ・・・・・・・・・・・162,170,171, 

406,407,431,432,437,438,439,441

第１種エネルギー管理指定工場 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・92,293,297,312

第１種ガス ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・267,268

第１種指定化学物質 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・68,232,233,234,235

第１種指定化学物質等取扱事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・232,233,234

第１種特定事業者 ・・・・・・・・92,293,297

第１種特定製品整備者 

 ・・・・・・・・・・・・80,84,270,275,277～282

第１種特定製品の管理者 

 ・・・・・・・・・・・・・・80,81,270,273,274,276

第１種特定製品廃棄等実施者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・80,82,270,276,277

第１種特定製品引取等実施者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80,85,270,277

第１種特定有害物質 ・・・・・・・・482,483

第１種フロン類再生業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80,85,279,280

第１種フロン類充塡回収業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・80,83,270,275～278

第１種フロン類破壊業者 ・・・・・・80,86

第１種フロン類引渡受託者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・80,84,270,276,277

ダイオキシン類対策特別措置法 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,430

大気汚染防止法（大防法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,156,404

大気汚染防止法施行令別表第1（ば

い煙発生施設） ・・・・・・・・・・・・・・・・・413

大規模小売店舗立地法 ・・・・・・・・32,523

第５次環境基本計画 ・・・・65,215,218

対象建設工事（建設リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・142,143,144,386,388,389

第２種エネルギー管理指定工場 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・92,297,298

第２種指定化学物質 ・・・・・・・・233,235

第２溶出量基準・・・・・・・・・・・・・・483,488

宅地建物取引業法（宅建業法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32,523

脱炭素社会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・102,285

断熱材 ・・・・・・・・・・・・・・・・・92,293,294,311

地下水汚染 ・・・・・・・・・・・・・・・483,486,487

地下水汚染の未然防止 ・・167,172,439

地球温暖化係数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・290

地球温暖化対策の推進に関する法律

（地球温暖化対策推進法、温対

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,284

地球環境保全 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・64,214

地方公共団体実行計画（温対法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・287,288

中間貯蔵・環境安全事業（JESCO） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・351

中長期的な計画（省エネ法） 

 ・・298,300,302,304,306,308,309,313

調査（リスクアセスメント）（安衛

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77,241,243

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律（鳥獣保護法）・・・・・・・33,523

直罰（直接罰） ・・・・・・・・・・・・・・・・25,164, 

174,240,412,442,451,452,454

貯油事業場等 ・・・・・・・169,173,436,440

貯油施設等 ・・・・・・・・・・169,172,436,437

通達（通知） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15,17

通知対象物（質） ・・・・・・・・・77,242,243

定期点検 ・・・251,257,259,273,427,442

定期報告 

 ・・・・・・・・・・93,94,96,149,289,298,300, 

302～309,313,365,391,424

電気事業者に係る措置 ・・・99,311,312

電気事業法 ・・・・・・・・・・・・30,353,354,524

電気事業法関連法規（PCB関連） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・354

電気需要平準化時間帯 ・・・92,295,306

電気需要平準化指針 ・・・・・93,295,306

電気需要平準化評価原単位 ・・・92,295

電気の需要の平準化（電気需要平準

化） ・・・・・・90,92,93,99,292～309,312

典型７公害 ・・・・・・・・・・・・・・・・・61,64,214

典型７公害の種類別苦情件数の推移

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・158

電子マニフェスト 

 ・・・・・・・・・・・116,118,119,338,340,395

電子マニフェスト運用の流れ（図） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・118

電子マニフェスト義務化 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・119,338,339

統一省エネラベル ・・・・・・・・・・・・・98,312

道路運送車両の保安基準 ・・・426,427

道路運送車両法・・・・・・・・・・・・・・・・30,426

特定一般化学物質 ・・・・・・・・・・・・・・・・222

特定エネルギー消費機器等 ・294,310

特定解体工事元請業者 80,84,270,276

特定外来生物による生態系等に係る

被害の防止に関する法律（外来生

物法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33,524

特定化学物質障害予防規則（特化

則） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・75,244,246

特定化学物質の環境への排出量の把

握等及び管理の改善の促進に関す

る法律（PRTR法）（化管法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26,67,232

特定家庭用機器・・・・・・・・・・378,379,380

特定家庭用機器再商品化法（家電リ

サイクル法） ・・・・・・・・・・・・29,137,378

特定貨物輸送事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・91,95,284,292,304,305

特定関係機器 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・294

特定建設工事業者 ・・・・・・・・・・・316,323

特定建設作業 

 ・・・・・・・・・・・182,183,187,188,466,467, 

469～471,473

特定建築行為 ・・・102,316,317,318,319

特定建築材料の種類 ・・・・・・・・・・・・・409

特定建築材料の除去等の方法 ・・・410

特定建築主 ・・・・・・・・・・・・・・・101,316,322

特定建築物 ・・・・・・101,102,317,318,320

特定高圧ガス ・・・・・・・・・・・・266,268,269

特定工事 ・・・・・・・・・・・・163,404,405,409

特定工場適用条件 ・・408,439,467,471

タ行

索引● 531

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・128,356,358,361

指定再利用促進製品（リサイクル

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・127,356,357,360

指定事業場（水濁法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・169,172,173,436,440

指定施設 ・168,169,171,172,436～441

指定省資源化製品（リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・127,356,357,360

指定製品製造事業者（フロン排出抑

制法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80,81,272

指定地域（総量規制地域含む） ・168, 

171,181,185,405,436,437,448,462, 

466,467,468,470,471,478,479,480

指定表示製品（リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・128,356,358,361

指定副産物（リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・129,356,358,361,387

指定物質（水濁法） 

 ・・・・・・・169,172,173,436,440,441,448

指定物質排出者（瀬戸内法） 460,463

指定容器包装利用事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・134,135,363,364,365

自動車から排出される窒素酸化物及

び粒子状物質の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法

（自動車NOx・PM法） ・・・・・・30,420

自動車検査証 ・・・・・・・・・・・・422,428,429

自動車分解整備事業者 ・・・・・・・・・・・429

自動車リサイクル法→使用済自動車

の再資源化に関する法律

臭気指数 ・・・・・・・・191,192,474,475,476

循環型社会 ・・・・・・・・・・105,108,219,326

循環型社会形成推進基本法 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28,105,326

順守義務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2～8

順守評価 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,8

準荷主 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・95,294,305

省エネ法→エネルギーの使用の合理

化等に関する法律

省エネラベリング制度 ・・・・・・・・・・・・97

浄化槽法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,456

小規模建築物 ・・・・・・・・・・・・・・・・316,322

使用済小型電子機器等の再資源化の

促進に関する法律（小型家電リサ

イクル法） ・・・・・・・・・・29,106,205,382

使用済自動車の再資源化等に関する

法律（自動車リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29,106,205,394

消防活動阻害物質 ・・256,257,258,261

消防法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,256,261

証明書（フロン排出抑制法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・82～87,277～282

証明書類のフロー図（フロン排出抑

制法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・86

条約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13,14,15,37

条約､法律､命令等の種類 ・・・・・・・・・12

省令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15,16,21

条例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14,18

除害施設の設置等 ・・・・・・・177,451,452

所管行政庁 ・・・・316,318～323,324,325

食品衛生法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,522

食品関連事業者・・・・・・・・・・・・・・148,390

食品関連事業者の判断基準 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・149,391,393

食品循環資源の再生利用等の促進に

関する法律→食品リサイクル法

食品廃棄物等多量発生事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・148～150,390,391,392

食品廃棄物等の分類（図） ・・・・・・・150

食品表示法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,522

食品リサイクル法 ・・・・・・・・29,146,390

食品ロスの削減の推進に関する法

律 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29,522

処分期間（PCB） ・・・・・・・・・・351～355

所有事業者（PCB廃棄物特措法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・350,351,353

処理困難通知 ・・・・・・・・・・・・116,338,340

処理処分の分類（廃棄物処理法）

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123

飼料の安全性の確保及び品質の改善

に関する法律（飼料安全法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,392,522

新規化学物質（化審法） 

 ・・・・・・・・・・・42,221～224,227,228,244

振動規制法 ・・・・・・・・・・・・・・・・31,185,470

新用途水銀使用製品届出者 ・・・・・・398

水銀汚染防止法・・・・・・・・・・・30,152,396

水銀含有再生資源管理者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・155,396,400

水銀使用製品産業廃棄物 

 ・・・・・・・・・・・115,331,334,335,337,349

水銀等貯蔵者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・155,396,399,400,401

水銀等による環境の汚染の防止に関

する計画に関連する国内法と水俣

条約との関係（図） ・・・・・・・・・・・・152

水銀等排出基準・・・・・・・・・・・・・・406,417

水銀に関する水俣条約 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39,152,158,396

水銀排出施設 

 ・・・・・・・・・158,160,161,404～408,417

水質汚濁防止法・・・・・・・・・・・30,166,436

水質汚濁防止法施行令別表第1（特

定施設） ・・・・・・・・・・・・・・・・443,494,498

水質汚濁防止法における事故時の措

置の概要（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・172

水質関係有害物質発生施設（公害防

止組織整備法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・498

水質の測定義務等（水濁法） ・・・・452

水道法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31,522

スクリーニング・・・・・・・・・・・・・・・・・・・502

スコーピング ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・506

生活環境項目（水濁法） 

 ・・・・・169,173,179,436～438,441,442

製造業等５業種・・・・・・・・・・・・・・・・・・・293

製造等禁止物質（安衛法） ・・・・・・・241
生物（の）多様性 

 ・・・・・・・・・36,38,206,207,219,460,514

生物多様性基本法 ・・・・・・・・32,204,514

生物多様性国家戦略 ・・・・・・・・206,515

生物多様性条約・・・・・・・・・・・38,204,514

生物多様性とは？　～３つの多様性

～（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・207

生物多様性保全活動促進法 ・・・33,523

政令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15,16,20

石綿 ・・・・・・75～78,159～165,233,239, 

241,244,247,332,336,404～408,495

石綿含有建築材料の種類 ・・・・・・・・409

石綿含有産業廃棄物 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・116,334,335,337,347

石綿障害予防規則（石綿則） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・75,244,247

石綿使用建築物等解体等作業 ・・・247

石綿による健康障害の救済に関する

法律（石綿救済法） ・・・・・・・・・32,523



534

フランチャイズチェーン ・91,93,148, 

149,289,292,293,390,391,393

フロン類の使用の合理化及び管理の

適正化に関する法律 ・・・・49,79,270

フロン類破壊業者 80,86,270,280,281

分譲型一戸建て規格住宅 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・101,103,316,322,323

分別解体等の実施義務 ・・・・・・142,388

放射性物質汚染対処特措法 ・・・29,526

放射線障害防止法 ・・・・・・・・・・・・・28,526

法的要求事項・順守評価一覧表の例

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7

法律の分類（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・24

法律、命令等の種類（図） ・・・・・・・・15

法令の読み方 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22

保管事業者（PCB廃棄物特措法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・350～354

保管の基準（廃棄物処理法） 

 ・・・・・・・・・・・111,114,334,336,343,345

保存（文書、記録等） ・・226,246,247, 

249,267,268,274,276～281,283,322, 

335～340,342,344,345,367,380,381, 

389,395,407,408,438,439,452,491

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な

処理の推進に関する特別措置法

（PCB廃棄物特措法） ・・・・・・・29,350

マニフェスト→産業廃棄物管理票

マニフェスト（紙管理票）の流れ

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・117

水俣条約→水銀に関する水俣条約

水俣病 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・156,166

無過失損害賠償責任 ・・・・・・・・412,441

名称等表示義務対象物 ・・・77,242,243

元請業者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84, 

123,142,143,276,345,386,388,389

有害使用済機器・・・・・119,120,331,343

有害物質（水濁法） ・・・・・・436,437,442

有害物質（大防法） ・・・・・・・・・・・・・・・405

有害物質使用特定施設 

 ・・・・・・・・・・・168,169,172,195,196,436, 

437,438,439,441,482,484,485,489

有害物質貯蔵指定施設 

 ・・168,169,171,172,436,437,438,439

有害物質を含有する家庭用品の規制

に関する法律・・・・・・・・・・・・・・・・27,526

有害物に関する規制（安衛法） ・・241

有価物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・112

有機溶剤中毒予防規制（有機則） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・245

優先評価化学物質 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・220,221,222,225,228

優良産廃処理業者認定制度 ・120,340

容器包装多量利用事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・134,136,363,365

容器包装に係る分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律（容器包

装リサイクル法） ・・・・・・・29,131,362

要措置区域 

 ・・・195～199,482,483,486,487～492

四大公害病 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・156

ラムサール条約・・・・・・・・・・・・・・・・38,204

リサイクル法→資源の有効な利用の

促進に関する法律

リスクアセスメント ・77,241,243,244

両罰 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・25,240,313,361, 

384,412,433,442,464,468,473,493

良分解性物質 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・221

緑地及び環境施設 ・・・・・・・・・・・500,501

緑地面積 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・500,501

連携省エネルギー計画認定事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・91,292,312

連携省エネルギー計画の認定制度の

創設（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・95

連鎖化事業者→フランチャイズチェ

ーン

労働安全衛生法（安衛法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26,74,238

2R ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・108

3R ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・108,356

BEMS ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45

CDM ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・285,289

CO2の部門別排出量の推移（図） 89

e-Gov 法令検索 ・・・・・・・・・・34,213,528

EMS ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3

EPR→拡大生産者責任

GHG（Greenhouse gas）→温室効

果ガス

GHSで使用する絵表示及び危険有

害性クラス(図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・78

GHSラベル（絵表示） ・・・・・・・・・78,242

HEMS ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45

ISO14001：2015環境マネジメント

システムのPDCA（図） ・・・・・・・・・4

ISO14001：2015と順守義務の関係 6

ISO14001：2015の改定のポイント

と全体像 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2

JCM ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・285

JIS Z7253（SDS記載項目・絵表示

等、図を含む） ・・・・・・・72,77,78,242

MSDS→SDS

PCB廃棄物特措法→ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法

PIC条約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39

PM ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・216,420

POPs条約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38

PRTR対象物質→第種指定化学物質

PRTR届出対象事業者 ・・・・・・・・・70,232

PRTR法→特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理の改善の

促進に関する法律

SDGｓ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36,209

SDS（安全データシート）（図を含

む） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・69,71,72,77, 

232,233,235,236,240,242,243,253

VOC→揮発性有機化合物

WDS→廃棄物データシート

ZEB ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・100

ZEH ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・100

マ行

ヤ行

ラ行

英数
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特定工場における公害防止組織の整

備に関する法律（公害防止組織整

備法） ・・31,200,408,439,467,471,494

特定再利用業種（リサイクル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・126,127,356,357,359

特定事業者 

 292,293,296～298,303,313,363,408, 

421,423,439,467,471,495～497

特定事業所 ・・・・・・・・・・・・・・・274,285,289

特定事業場 ・430,436,440,450,451,454

特定施設 ・234,331～333,348,405,432, 

434,436,437,443,450～452,460～

463,466,467,469～471,473,482

特定省資源業種・・・・・127,356,357,359

特定新規化学物質 ・・・・・・・・・・・・・・・・222

特定水銀使用製品 ・・・・・・・396,397,402

特定第１種指定化学物質 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・232,233

特定調達品目 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・517

特定毒物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・250,255

特定荷主 ・・・・・・・・284,292,293,306,313

特定熱損失防止建築材料 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・293,294,311

特定物質等の規制等によるオゾン層

の保護に関する法律（オゾン層保

護法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30,524

特定プラスチック使用製品多量提供

事業者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・372

特定プラ製品提供事業者のプラ使用

製品の使用の合理化によるプラ使

用製品廃棄物の排出抑制に関する

判断基準省令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・371

特定粉じん→石綿

特定粉じん排出等作業 ・・404,405,410

特定包装利用事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・132,134,362,363,366

特定有害産業廃棄物 ・・・・・・・・332,346

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制

に関する法律（バーゼル法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28,525

特定有害物質 

 ・・・・・195～199,482～486,488～490

特定容器製造事業者 ・・・・362,363,366

特定容器利用事業者 ・・・・・・・・362,363

特定連鎖化事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・91,93,284,289,292,298

～300,304,312

毒物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・250,251,252,253

毒物及び劇物取締法（毒劇物取締

法） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,250

特別管理一般廃棄物 ・・・・・・・・330,333

特別管理産業廃棄物 ・・・・・・・・330,332

特別法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25

特例処分期限日（PCB） 351,353,355

土壌汚染状況調査義務 ・・196,484,485

土壌汚染対策法・・・・・・・・・・・31,194,482

土壌汚染対策法の枠組み（図） ・・195

土壌含有量基準（土壌汚染対策法） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・483,485,486

土壌溶出量基準・・・・・482,483,485,486

土地の形質変更の届出及び計画変更

命令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・489

土地利用に関する法律 ・・・・・・・・・・・・32

トップランナー方式（制度） 

 ・・・・・・・・・・・・97,101,103,310,322,323

届出対象特定工事 ・・・・・・・・・・・・・・・・163

荷主の定義 ・・・・・・・・・・・・95,292,293,305

荷主の定義の見直しと「準荷主」の

創設（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96

荷主連携省エネルギー計画 (用語変

更） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・307

認定管理統括貨客物輸送事業者 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・91,304,308,313

認定管理統括事業者 

 ・・・91,94,292,294,300～302,304,312

認定管理統括事業者の認定制度の創

設（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・94

認定管理統括荷主 ・・・・・・・・91,293,306

農薬取締法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,525

農用地の土壌の汚染防止等に関する

法律（土壌汚染防止法） ・・・・31,525

バーゼル条約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38

バーゼル法→特定有害廃棄物等の輸

出入等の規制に関する法律

ばい煙発生施設・・・・・・・・・・159,404,413

バイオマス活用推進基本法 ・・・33,526

廃棄物最終処分場の種類と構造

（図） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・124

廃棄物データシート（WDS） ・・・335

廃棄物等の処理の優先順位 ・108,327

廃棄物とは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・112,330

廃棄物の種類（図を含む） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・113,114,332

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（廃棄物処理法） ・・・・・・・・28,110,330

廃棄物・リサイクル法の分類（図） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・106

排出基準 ・・・・・・・・405,406,417,431,442

排出基準違反への直罰 ・・・・・・412,437

排出者責任 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・108,109

排除基準 ・・・・・・・・・・・・176,450,453,454

排水基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・437,442

排出事業者のプラ産業廃棄物等の排

出の抑制及び再資源化等の促進に

関する判断基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・374

廃水銀（等） ・・・・・・・・・・・・・331,332,333

廃石綿等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・332

ハイドロフルオロカーボン 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・79,270,285,290

配慮書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・503,504

パリ協定 ・・・・・・・・・・36,38,219,284,286

判断基準（省エネ法） 

 ・・・・・・・・・・・294,304,305,307,310,311

判断基準（省エネ法以外） ・・・・・・272, 

273,359,360,361,364,393,424,517

引取証明書 ・・・・・・・・・・・・82～84,85,277

引渡義務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・275～277

火格子面積 ・・・・・・・・・・・・・・・333,347,417

人の健康に係る公害犯罪の処罰に関

する法律 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31,526

表示義務対象物（安衛法） ・・・・77,243

肥料取締法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,526

複合ガラス ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・293,294

附則 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19

物質等安全データシート→SDS

プラスチック使用製品産業廃棄物等

排出事業者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・368

プラスチック使用製品製造事業者等 
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・368

プラスチックに係る資源循環の促進

等に関する法律 ・・・・・・・・・・・・・29,368

ナ行

ハ行


